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調達方法 概要

自家発電
敷地内に再生可能エネルギーの発電設備を建設・
運転して電力を作り消費する。

小売メニュー
から購入

再生可能エネルギーの比率が高い電力メニューを  
小売電気事業者から購入する。

証書を購入
再生可能エネルギーの電力が生み出す環境価値を
証書で購入する。

コーポレートPPA
（電力購入契約）

契約で指定した再生可能エネルギーの発電設備の

電力を長期に購入する。

再エネ電力の調達方法
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再エネで
発電した電力
資源が持続可能

CO2を排出しない

電力
環境価値
資源が持続可能

CO2を排出しない

原子力で
発電した電力
CO2を排出しない

電力 環境価値
CO2を排出しない

化石燃料で
発電した電力

CO2を排出する

電力

証書で証明
取引も可能

電力と環境価値
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再エネで
発電した電力

電力

CO2を
排出しない電力

電力

再エネ
由来の証書
資源が持続可能

CO2を排出しない

原子力
由来の証書
CO2を排出しない

電力 CO2を
排出する電力

電力と環境価値
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調達方法 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

証書を購入 40％ 46％ 43％ 42％ 40％ 39％

コーポレート

PPA
14％ 17％ 21％ 26％ 29％ 35％

小売メニュー

から購入
41％ 35％ 31％ 30％ 24％ 19％

自家発電 3％ 1％ 4％ 3％ 3％ 2％

その他
（特定地域のみ）

ー ー ー ー 3％ 4％

出典：RE100のデータをもとに自然エネルギー財団が作成

RE100加盟企業の再エネ電力の調達方法

＊調達した電力量の比率
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出典：BloombergNEF
（日本語訳は自然エネルギー財団）

全世界のコーポレートPPAの契約規模

GW：ギガワット（100万キロワット）
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コーポレートPPAの導入効果

⚫ 脱炭素：企業は再エネの電力を利用してCO2排出量
を削減する必要がある。コーポレートPPAで再エネ
の電力を長期に調達できる。

⚫ 経済性：太陽光や風力の発電コストが低下する一方、
火力や原子力の発電コストが上昇している。コーポ
レートPPAで電力の購入コストを抑制できる。

⚫ 追加性：コーポレートPPAで新しい発電設備を追加
することによって電力システム全体のCO2排出量を
削減できる。気候変動を抑制する効果が大きい。
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追加性がない再エネ電力
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追加性がある再エネ電力の効果



以下の優先順位で追加性のある電力・証書を選択すること
が国際的な流れになっている。

1. 新設の再エネ発電設備による電力・証書
（自家発電やコーポレートPPAを含む）

2. 運転開始から15年以内の再エネ発電設備による電力・
証書
＊再エネ発電設備の投資回収期間は平均15年程度。投資回収が

           済んでいない発電設備から電力・証書を購入することにより、  
発電事業者の投資回収を支援して、新たな開発プロジェクト
を促す効果がある。

RE100でも上記の追加性を加盟企業に求める
（2024年1月の使用電力から）
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追加性の判断基準
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追加性 コスト
（通常の電力と比べて）

量

自家発電 あり 低い 少ない

コーポレート

PPA
あり

やや低い
（通常の電力の

燃料費による）

少ない
（今後は増加）

小売メニュー メニューによる やや高い 多い

証書 証書による やや高い 多い

調達方法による追加性やコスト（日本国内）



需要家が締結する「コーポレートPPA」

コーポレートPPAとは

⚫ 新設の再エネ発電設備を対象に需要家が締結する

  電力購入契約（Power Purchase Agreement）

⚫ 契約期間は通常15～20年（短期の場合もあり）

⚫ 購入単価は固定（燃料費調整額なし）

コーポレートPPAの種類

⚫ オンサイトPPA：発電設備が需要地点の敷地内
（あるいは自営線で接続）

⚫ オフサイトPPA：発電設備が需要地点から遠隔
（送配電網で電力を送る）
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オフサイトPPAの契約方法

オフサイトPPAの種類

⚫ フィジカルPPA：電力と環境価値を需要家に供給

⚫ バーチャルPPA：環境価値だけを需要家に供給
（電力は別契約）
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フィジカルPPAの契約形態

燃料費調整額なし
（契約期間を通じて固定）
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フィジカルPPAと通常の電気料金の比較

消費税を含む。

フィジカルPPAのコストは概算、契約期間は20年（FIT/FIP価格よりも高く設定）。

通常の電気料金は資源エネルギー庁の集計、2022年度は自然エネルギー財団が予測。
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出典：セブン＆アイ・ホールディングスほか

フィジカルPPAの導入例
- セブン＆アイ・グループ -

設備容量：3.1MW、契約年数：20年
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バーチャルPPAの契約形態

発電コストをもとに設定
（電力＋環境価値）
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1．需要家は電力の取引に関わらない。

・ 従来の電力契約を継続できる。 
（小売電気事業者を変更する必要がない）

・ 小売電気事業者を契約に介在させる必要がない。
（環境価値を非FIT非化石証書で直接取引できる場合）

・ 複数の事業拠点で使用する電力の環境価値をまとめて
     取得できる。

（事業拠点ごとに契約する必要がない）

2．発電事業者に支払う金額が変動する。

・ 固定価格と市場価格の差額を調整する必要がある。
（FIPを組み合わせて、差額を低減させる契約も可能）

バーチャルPPAの特徴（フィジカルPPAとの違い）
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バーチャルPPAと通常の電気料金の比較

消費税を含む。

バーチャルPPAの発電コストは概算 。

通常の電気料金は資源エネルギー庁の集計、2022年度は自然エネルギー財団が予測。

1kWhあたり
（消費税を含む）

バーチャルPPA
（太陽光）

通常の電気料金（産業用、全国平均）

高圧 特別高圧
平均価格

（2012～2021年度）

直近価格

（2021年度）

直近価格

（2022年度）

発電コスト
13円－市場価格
（環境価値だけ）

16.86円 15.92円 約23.5円

通常の電気料金

小売コスト

託送料

再エネ賦課金 1.71円 3.36円 3.45円

合計
（需要家コスト）

13円－市場価格

＋通常の電気料金
18.57円 19.28円 約27円
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出典：ソニーグループ
（自然エネルギー財団の資料を参考に作成）

バーチャルPPAの導入例
- ソニーグループ -

幸田サイト
（愛知県）

設備容量：2MW、契約年数：20年
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証書購入とバーチャルPPAの違い

発電設備 購入期間・価格
CO2削減効果
（追加性）

証書
既設・新設を問わない
多様な設備を選択可能

都度購入が基本
価格は時価

小さい

バーチャル

PPA
新設が基本

特定の設備が対象
長期契約

市場価格に連動
大きい
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証書の使用方法



証書の使用証明書（サンプル）

証書使用者名

発電方法
（太陽光など）

発電設備
所在地

運転開始日 証書量

出典：日本卸電力取引所
（赤い注釈は自然エネルギー財団が追加）
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⚫ フィジカルPPA：需要に足りない分の電力の調達。

⚫ バーチャルPPA：電気料金 (燃料費を含む) の低減。

⚫ 新規の開発プロジェクトを増やす必要がある。

⚫ 太陽光以外 (風力など) の発電コストが高い。

⚫ 長期契約に伴うリスクの低減手段がない。
（米国では金融機関などがリスクヘッジサービスを提供）
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コーポレートPPAの課題
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自然エネルギー財団のウェブサイトからダウンロードできます。

参考資料
自然エネルギー電力調達

https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20230130.php
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自然エネルギー財団のウェブサイトからダウンロードできます。

参考資料
コーポレートPPA

https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/REI_JPCorporatePPA_2022.pdf


ご清聴ありがとうございました。

本資料の図表で出典の記載がないものは
自然エネルギー財団によるものです。
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